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仕 様 書 

 

1．件 名   総合管理棟空調設備保守点検 

 

2．目 的   高速増殖原型炉もんじゅ総合管理棟空調設備の点検を実施し、空調設備の健全 

         性を維持確保することを目的とする。 

 

3．作業場所   福井県敦賀市白木２丁目１番地 

         国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

         高速増殖原型炉もんじゅ 総合管理棟 

 

4．納 期   令和 8 年 2 月 27 日（金） 

 

5．仕  様 

対 象 設 備 設 備 仕 様 

1. HCP-1 

空冷ヒートポンプチラー 

CAHV-P850VA2-BSG 

冷却/加熱能力=85.0/85.0kw:1台 

2. HCP-2 

空冷ヒートポンプチラー 

CAHV-MP1800VB-BSG 

冷却/加熱能力=180.0/180.0kw:2台 

3. AC-1 

ビル用マルチエアコン室外機 

PUHY-P224VCM-G-BSG:1台 

4. AC-2 

ビル用マルチエアコン室外機 

PUHY-P850VSCM-G-BSG:1台 

5. AC-3 

ビル用マルチエアコン室外機 

PUHY-P690VSCM-G-BSG:1台 

6. AC-4 

ビル用マルチエアコン室外機 

PUHY-P1300VSCM-G-BSG:1台 

7. AC-5 

ビル用マルチエアコン室外機 

PUHY-P1010VSCM-G-BSG:1台 

8. AC-6 

ビル用マルチエアコン室外機 

PUSY-FP112SMH2-BSG:1台 

9. 3F 品質保証課 

パッケージエアコン室外機 

FDCP450HLXB:1台 

10. 3F 管理用計算機室 

パッケージエアコン室外機 

FDCVP2802HB:2台 

11. 2F 所長室・副所長室 

パッケージエアコン室外機 

PUZ-ERP80SHA12-BSG:2台 

12. 2F 電話交換室 

ルームエアコン室外機 

MUZ-AXV2817SE:1台 

13. 2F 電話交換室横サーバー室 

パッケージエアコン室外機 

PUZ-ERP40SKA6-BSG:1台 

14. 2F サーバー室 

パッケージエアコン室外機 

RZRP50BVH:1台 
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15. 1F 健康管理室 

パッケージエアコン室外機 

PUZ-ERMP63KA11-A:1台 

16. 1F 計画管理課 

パッケージエアコン室外機 

PUZ-ERMP63SKA6-BSG:2台 

17. 1F 第 3 応接室 

ルームエアコン室外機 

MUZ-GV403SEE:1台 

18. 1F 休養室 

ルームエアコン室外機 

MUZ-ZXV255E:1台 

19. B1F 第 7、第 8会議室（緊対室） 

パッケージエアコン室外機 

PUZ-ERMP56SKA4-BSG:2台 

20. B1F 情報表示室 

パッケージエアコン室外機 

PUZ-ERMP56SKA8-BSG:1台 

21. B1F 宿直室 

ルームエアコン室外機 

MULZ-GX2817AS:1台 

22. 室内機フィルター清掃 年 1回清掃:90台 

 

6．契約内容    （１）チラー点検作業（年 1 回） 

          （２）空調機点検作業（年 1 回、フロン排出抑制法に基づく間接法及びシス

テム点検（目視点検）及びフィルター清掃） 

（３）その他、(１)(２)に付随する作業 

 

7．共通支給品   （１）電力、用水その他作業に当たって必要な物品は供給可能な範囲で、無

償にて支給する。 

         （２）貸与品は特になし。 

 

8．共通遵守事項   （１）本作業の実施に当たり、現場の状況に応じて設置場所等の変更が必要

とされる場合には、発注者と協議の上、その決定に従うものとする。 

           （２）発注者の施設における作業においては、原子力機構が定める規則･手続

き等を踏まえ、発注者の了解を得た上で作業に着手･終了するものとす

る。なお、受注者は、現場作業前においては作業予定内容と作業従事

者、作業終了時においては作業実績を発注者に報告しなければならな

い。 

（３）受注者は、発注者の指示･要請があった場合、当該作業に必要な打ち合 

わせ等に参加しなければならない。 

（４）受注者は、本契約の実現に当たり、より良い方法・手段がある場合に

は、自らの責任により立案・計画・提案し、発注者の了解を受けてこ

れを実現することができる。 

           （５）作業中に発見された不具合については作業報告書に記載するとともに、

対策を行った場合はその対策内容も作業報告書に記載する。 

（６）作業に伴い発生する廃棄物等は受注者が自らの責任により処理する。 
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9．提出書類 

（１）保安教育計画書（様式１） ··········· 1部（作業開始前) 

※作業員全員が保安教育受講済の場合は不要 

（２）入所時保安教育講師経歴書（様式２） · 1部（作業開始前） 

※作業員全員が保安教育受講済の場合は不要 

（３）保安教育記録（様式３） ············· 1部（作業開始前） 

（４）リスクアセスメント記録表 ··········· 1部（作業開始前） 

（５）作業完了報告書（写真付） ··········· 1部（作業終了後） 

（６）その他原子力機構が必要と認めた書類 

 

10．監督箇所   国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

         高速増殖原型炉もんじゅ 管理課 

 

11．検 収   原子力機構監督箇所立会いのもと、目的のとおり点検され、提出書類が全て 

         提出されたことをもって検収とする。 

 

12. 検 査 員   （１）一般検査 管財担当課長 

 

13．協 議    本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義

が生じた場合は、原子力機構監督員の指示に従うものとする。ただし、重要

な事項については、機構と協議の上、その決定に従うものとする。 

 

14．グリーン購入法の推進 

（１）本契約においてグリーン購入法に適用する環境物品が発生する場合は 

それを採用する。 

（２）本仕様に定める提出図書（納入印刷物）に作成に当たってはグリーン

購入法の基本方針に定める「紙類」を使用すること。 

 

15．そ の 他    受注者が機構所有の設備及び備品に損傷を与え、又は紛失、不具合、事故 

等を発生させた場合は、理由の如何を問わず、受注者の責任において完全 

に修復しなければならない。 

 

            以 上 


